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３本柱で強化 

 

長浜市空家等に関する条例の一部改正について 

 

１ 概要・趣旨  

 居住目的のない空家の数は直近 20 年間で約 1.9 倍となり、今後も増加が見込まれる

中、令和５年６月に空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年制定、以下「空家

特措法」といいます。)の法改正が行われ、同年 12 月に施行されました。 

従来の法では周囲に著しい悪影響を及ぼす空家(特定空家)への対応を中心に措置が定

められていましたが、特定空家等になってからの対応には限界があることから、特定空

家になる前段階での対策強化や所有者責務の強化を盛り込んだ内容に改正されました。 

本市においても、法改正に対応するよう長浜市空家等に関する条例（以下「現行条例」

といいます。）を一部改正し、空家対策の強化を図ります。 

 

２ 空家特措法改正の方向性と内容  

空家等の「活用拡大」、「管理の確保」、「特定空家の除却等」の 3 本柱で対応を強化 

（※下線部分を受けて現行条例を改正） 

 

    

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有者の責務強化 
(現行の「適切な管理の努力」に加え、)国、自治体の施策に

協力する努力義務を追加 

空家の発生 

活用 

【良】 

悪化の防止 
(管理の確保) 

管理不全 

(空家の状態) 

除却等 

【悪】 

特定空家 

①空家等活用促進区域 

②財産管理人による所有者不在の空

家の処分 

③空家等管理活用支援法人制度 

①特定空家化を未然に防止する管理 

・放置すれば特定空家になるおそれ

のある空家（管理不全空家）に対

し、管理指針に即した措置を、市

区町村長から指導・勧告 

・勧告を受けた管理不全空家は、固

定資産税の住宅用地特例を解除 

②所有者把握の円滑化 

①状態の把握 
・市区町村長に報告徴収権 
②代執行の円滑化 
・緊急時の代執行制度を創設 等 
③財産管理人による空家の管理・処

分（管理不全空家、特定空家等） 
④所有者把握の円滑化 
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３ 現行条例改正の要点  

 空家特措法改正の趣旨に則り、現行条例においても規定すべき下記の事項について 

新設または改正を行います。 

 

 

 

条例改正の趣旨 空家特措法改正の概要 
現行条例 

関係条文 
条例改正内容の解説 

① 所有者等の

責務の強化 

 所有者等の責務に「国

又は地方公共団体が実

施する空家等に関する

施策に協力するよう努

めなければならない。」

という文言の追加（法

第５条） 

第４条 本市条例においても、

「所有者等の責務に市が

実施する空家等に関する

施策に協力するよう努め

なければならない」旨を

追加します。 

② 「管理不全

空家等」を定

義に追加 

管理不全空家

等に対する措

置を新設 

 適切な管理が行われて

いないことによりその

まま放置すれば特定空

家等に該当することと

なるおそれのある状態

にある空家等を「管理

不全空家等」と定義

（法第 13 条第１項） 

 管理不全空家等の状態

が改善されず、そのま

ま放置すれば特定空家

等に該当することとな

るおそれが大きいと認

めるときは指導・勧告※

を行うことができる内

容に改正（法第 13 条） 

第２条 

第 18 条 

第 19 条

第１項 

本市条例の定義に「管

理不全空家等」の項目を

追加します。 

本市条例においても管

理不全空家等に対する指

導・勧告に関する内容を

追加します。 

 

※ 法に基づく勧告が行われ

た管理不全空家等の存在

する土地は、固定資産税

における住宅用地特例が

解除されます。 
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４ 今後のスケジュール  

令和６年 ２月２２日～３月２２日  パブリックコメント 

６月           定例議会への上程 

７月～８月        周知期間 

９月           施行 

 

条例改正の趣旨 空家特措法改正の概要 
現行条例 

関係条文 
条例改正内容の解説 

③ 「特定空家

等に関する事

項の報告」を

特定空家等の

所有者等の責

務に追加 

 特定空家等に関し、助

言・指導・勧告の施行に

必要な限度で、所有者

等に報告を求めること

ができるように改正

（法第９条第２項） 

 報告をせず、若しくは

虚偽の報告をし、妨げ、

若しくは忌避した者に

対し罰則規定（法第 30

条第２項）が追加 

 

第 16 条

第 2 項 

本市条例においても、

特定空家等の所有者等

の責務に、当該空家等に

関する事項について、市

に報告することを求め

る内容を追加します。 

④ 特定空家等

に対し、緊急

時には速やか

に必要最低限

の措置（緊急

安全措置）が

できる内容に

改定 

 災害その他非常の場合

において、勧告を実施

した特定空家等に対

し、緊急的な代執行が

実施できる内容に改正

（法第 22 条第 11 項） 

第 21 条 法改正の趣旨をふま

え、本市の条例において

も、特定空家等であって、

人の生命、身体又は財産

に危害が及ぶことを避け

るために緊急の必要があ

ると認めるときは、必要

最低限の措置を行うこと

ができる内容へと改正

し、特定空家等による被

害又は悪影響を防止でき

るようにします。 

 


